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産学連携の取組は、従前より進められているものの、以下のような指摘は未だ解消されていない。

大学の研究成果（論文）と産業界の求めるレベル（実用化・産業化）に隔たりが存在
実用化・産業化には多様な知識の集約が必要だが、個々の研究者が主体の大学には不向き
長期間に亘る継続的な研究開発へのコミット（1～5年が主流の競争的資金では不十分）
PhD保有者が社会に出ても見合った職がない （⇒ 産業界が欲する人材になっていない）
産学の間でのキャリアパスが多様化しきれておらず、待遇面などで制度の改善の余地あり

これまで、研究開発法人は、研究開発のハブとして、国内の力を結集して研究開発を推進する一方で、成果の産業
化に向けた取組など、産業界を含めた全体のハブとしては機能しきれていない。

現 状 認 識

研究（大学）と産業界の 距離を縮めるために……

研究（大学）
産業界

（能力に見合った）年俸制、ダブル・アポイントメントの推進、研究休職等の簡素化など、人材流動性向上のための制度改善

ジョイント・ラボに係る経費（人件費・研究費） 【インセンティブ】

長期に安定した運営費交付金による資金確保

必 要 な 施 策 例
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研究開発法人

【架け橋＝ハブ化】
革新的成果の苗床／人材育成・流動／実用化・産業化

○ 大学及び産業界の双方から、人材を結集 （能力に見合った処遇の実現）
（ジョイント・ラボ ⇒ アンダーワンルーフでの研究（実用化・産業化に必要な多様な知識の集約））

○ 運営費交付金による長期的な研究開発へのコミットメント
（改正研究開発力強化法により、有期雇用の研究者等も10年間勤務可能）

○ 大学でも産業界でも通用する技術系人材の育成 （キャリアパスのリニアモデルからの脱却へ）

○ 大学のアイデア、産業界のニーズのマッチング（成果の迅速な実用化へ）

○ 民間や大学のみでは対応できない研究開発や研究インフラの共同利用の実施
⇒ イノベーション創出の基盤強化、日本のコア・コンピテンシーの確立・充実

研究開発法人が研究（大学）と産業界をつなぐ架け橋に ! !

研究開発法人の評価の観点にハブ機能を追加

産業界からも、研究者・予算についてのコミットメント



複数の大学・研究機関・企業等から成る“コンソーシア
ム”を形成し、海外の関係機関とも連携。

公正な審査を経た優秀な研究者に対し、コンソーシア
ム内に自らの研究に専念できるポスト（※）を用意し、
少なくとも５年程度の雇用を保証。
（※）年俸制やクロス・アポイントメント制、混合給与等

の導入も検討

コンソーシアムを中心に、研究者の流動性を促進。研
究者に複数の研究現場やプロジェクトを経験させ、キャ
リアアップを図るとともに、新たな研究領域の開拓によ
る我が国の研究開発の推進にも寄与。

我が国の海外からの受入れ研究者は増加を続けてき
たが、平成21年度以降は減少傾向（出典：文部科学省）

国際的に優秀な人材の激しい獲得競争
⇒ Nature執筆者を対象とした外国人研究者割合は

各国と比較して低い水準（下グラフ参照）
⇒ 国際的な頭脳循環の流れに出遅れ
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人材育成は、科学技術イノベーションの推進の鍵
より多くの研究開発成果を創出するため、持ち得る人的資源を最大限活用できる体制の構築が急務
特に、「若手」、「女性」、「外国人」 研究者に係る施策の充実を図る

現 状 認 識

我が国の女性研究者の割合は、諸外国と比較して低
い水準（下グラフ参照）
女性研究者等の活躍を通じ、優れた成果を生み出せ
る環境創出、経済の持続的成長にも寄与

➀ ワーク・ライフ・バランスに配慮した研究費等のシステ
ム改革

出産・育児・介護等により、研究を中断せざるを得ない
場合に、研究復帰・継続が可能となるようなシステム改革
を推進（補助対象の拡大、期間の延長など）

➁ 研究活動を主導する女性リーダーの活躍促進
（女性リーダーによる研究現場改革）

女性プログラム・オフィサーを積極登用するプロジェクトを
創設。研究現場におけるダイバーシティの実現と、優れた
研究成果を生み出すことを目指す。

運営協議会

若 手 研 究 者 女 性 研 究 者 外 国 人 研 究 者

A 研究所 B 大学

Ｄ 民間研究機関

C 大学

38.3
34.3

25.6 24.9
17.3

英 米 仏 独 韓 日

主要先進国における女性研究者の割合
（総務省統計局、OECD、NSFによる） 38

33

23
17

米 英 独 仏 日

5%

Nature執筆者を対象とした各国の
外国人研究者についての調査

（出典：Nature 490, 326-329）

14.4%

コンソーシアム全体の人材管理を実施
⇒ 新たな仕組みの構築・定着を国が支援

我が国と海外の高い研究開発のポ
テンシャルを有する大学・研究機関
間の交流（長期研究者派遣・受入れ
など）を支援するとともに、魅力的な
研究環境を備えた研究拠点形成等
により活躍の場を提供することによ
り、強固な双方向のネットワークを構
築し、国際的な頭脳循環のハブを目
指す



科学研究費助成事業（科研費）

○科研費は研究者の知的創造力を踏まえたすべての分
野における多様な研究を支援

○全国の大学、研究機関、企業等の研究者27万人の中
から学術的な水準の高い2.6万件（9.6%）を選び 3～5
年助成し、大きな成果

※論文数13万件、図書2万件、産業財産権出願2千件／年
（H22年実績）を生産

◆今後さらに、以下の観点から科研費の抜本的改革（審
査分野の大括り化、審査体制・方法の改善）に着手
①科研費で育まれた多様な研究シーズを、(ⅰ)学理探

究のためのチーム研究など大規模な学術研究、(ⅱ)
我が国の持続的発展を支えるイノベーション、へとつな
げる道筋の明確化

②シーズマネーとしての位置付けを踏まえ、若手、女
性、外国人、海外の日本人など多様な研究者による
国際共同研究も含めた質の高い研究支援を更に加速
するための科研費改革

◆特に、「調整枠」の創設や育休中の研究支援など女性
研究者支援の拡大や国際共同研究の推進など多様な
質の高い研究の推進・加速

社会を一新するような真のイノベーションの実現は、基礎研究から確率的に発生
自由な発想を保障し、研究者の創造性を最大限発揮できる環境が必要
イノベーションのタネを拾い出し、実用化に向けて加速するシステムの構築が重要
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現 状 認 識

イノベーションのタネを
生 み 出 す

上記の土台となる大学等における学術研究の一層の進展
研究大学・拠点の強化の着実な進展
→ 世界への知的価値の発信と尊敬

➀ iPS細胞の樹立

② IGZOの発見

③ サイアロン蛍光体の開発

成 果 例

大学は約30万人の高度人材を有する我が国最大の知的資源産出源

山中伸弥
京都大教授iPS細胞

分化した細胞から多能性幹細胞への初
期化を誘導するのに必要な４つの因子を
同定し、iPS細胞を樹立した。

→自己細胞由来の拒絶反
応のない移植用組織や臓
器の作製が可能となる

優れた研究を円滑に移行・加速

高効率かつ耐久性に優れる新たな蛍
光体を開発した。

→ＬＥＤ電球やTV・ゲーム機
等のディスプレイのバックラ
イトに実用化済み。更なる
省エネに貢献。

※蛍光体市場のシェア：約30%
（2010年推計、金額ベース）

戦略的創造研究推進事業

○「ものになるか」というイノベーション指向の目で優れ
た基礎研究を採択

○研究者に対して、イノベーション創出に向けた従来
の発想･流れに囚われない研究を奨励

○きめ細かな研究進捗の把握と有望な研究をイノ
ベーション指向に伸ばすためのケアを実施

◆単なる実績主義・合議制では採択されない可能性
もある、挑戦的でリスクは高いがイノベーティブな研
究課題を採択し、イノベーション指向への展開を支
援することで、これまでに数々の革新的技術シーズ
を創出

◆今後革新的技術シーズの更なる創出に向けて、
①科研費の成果を最大限把握・活用するための

データベース（ＦＭＤＢ）の構築
②エビデンスベースによる支援対象の策定手法の体

系化
③若手研究者の活躍支援の強化等
を実施

イノベーションのタネを
大 き く 育 て る

従来の金属シリコンの半導体とは全く異な
る透明で曲がる「ガラスの半導体」になる
材料を発見した。

→液晶ディスプレイなどの
高精細化・省電力化に大
きく貢献している

細野秀雄
東京工業大学教授IGZO

広崎尚登
NIMS ユニット長

⇒真のイノベーションの種子は基礎研究から発生

⇒自由な発想を保障し研究者の創造性を最大限発揮 ⇒シーズを実用化に向けて加速するシステムの構築



＜挑戦のベースとなる研究成果の「強化」＞

○ 大学、研究開発法人等に散在している知財等を、科学技術振興機構が
戦略的に集約し、市場の視点から産業界・社会が活用できる段階まで
強化する

○ 起業前段階から、経営者を含めた、強いチームビルディングに必要な
仕組・制度等を構築

＜挑戦する人材を「増やす」＞

① イノベーション・起業挑戦人材創出事業
専門分野を持ちつつ、幅広い視野や課題発見・解決能力、起業化マイン

ド、事業化志向を持つ若手人材を養成する。また、新しいアイディア等の
プロトタイプを製作しイメージの可視化・検証等により事業化を加速させ
る人材を養成する。

② イノベーション・ジャパンの拡大
ベンチャー企業や起業家、ＶＣ等産学金が参加し、幅広い領域での国内

最大規模のマッチングを実現する場を構築する。また、関係省庁、関係機
関、民間企業等の連携協力体制の整備を行う。

産業構造の代謝停滞（企業の廃業率＞開業率）
大学等の優れた基礎研究成果の死蔵
改正研究開発力強化法において研究開発法人による出資等業務が措置

現 状 認 識

講 ず る 施 策大学発ベンチャー創出に向けた課題

◆創業初期のﾘｽｸﾏﾈｰや知財・技術ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄが
脆弱
創業初期の立ち上げにかかる研究開発・事業

化支援が脆弱であり、充当な支援が必要。

◆研究成果を事業化に結びつける人材の不足
ベンチャーの成長には、成長ステージに応じ
て、技術的知見のみでなく、起業経験、ベン
チャーキャピタル （ＶＣ）等とのネット
ワーク等が必要。

◆大学における知財の散在・活用不足
現在、大学等全体においては約２０､０００件の
特許を保有しているが、その特許は各大学毎に散
在して存在し、有効に活用できていない（活用率
３割）。

A大学 B大学 ・・・・・
起業前の研究開発の段階から経営人材による

マネジメント

市場の観点から散在
している知財を集約

知財の価値を高めるよ
う研究費支援を実施
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一
体
的
支
援
の
実
現

アベノミクス効果
により増える投資
マネー（未来への
先行投資）の受け
手となり得る新し
いビジネスを生み
出す

新
市
場
を
開
拓
す
る
「
強
い
」

大
学
発
ベ
ン
チ
ャ
ー
の
創
出






